
掛川市区長会連合会・地区まちづくり協議会連合会向け ５月 話題提供資料 

令和６年５月８日 掛川市長 

１ 掛川茶市場における一番茶の状況及び掛川茶フェアトレードの取り組みについて      

（１）一番茶の生育・取引状況 

・３月の平均気温が低めに推移した影響により、平年と比べ４～５日程度遅い生育を見せ、昨年より８

日遅い市場開きとなりました。今期は４月以降の高い気温の継続により、昨年同様、地域間の生育差

が小さく、地域ごとの摘採がほぼ同時期になる「一斉型の摘採」となりました。 

・天候に恵まれ、昨年より増産傾向となっています。品質は、深蒸し掛川茶らしい濃緑色の映える美味

しいお茶ができているとのことです。 

・しかし、消費の落ち込みから厳しい取引となっている生産者も見受けられるため、状況把握に努めて

まいります。 

 【取引状況】 ①数量：累計 243.2ｔ（５月６日時点 14日目）［前年 164.9ｔ（14日目）］ 

        ②価格：平均単価 2,481円［前年 2,419円（取引量 343.2ｔ）］※5/6時点累計平均単価 

（２）掛川茶フェアトレードの取り組み 

・掛川茶未来創造プロジェクトに掲げた持続可能な荒茶取引（茶業版フェアトレード）の取り組みを

「2024年版掛川茶フェアトレード」として、令和６年の新茶期からスタートします。 

・安定した所得のもと、若者が希望をもって茶業に取組める環境を実現し、必要な荒茶生産量を確保す

るとともに、消費者の理解・応援を得ながら、適正な価格形成の実現を目指します。 

【今年度の取り組み】 

・2024年版掛川茶フェアトレード宣言、生産者・茶商社・農協による検討会の開催、フェアトレード認

証マークの検討など 

２ さらなるごみ減量に向けた新たな取り組みについて                   

・昨年度に設置した「掛川市おむつリサイクル・ごみ減量推進会議」における検討結果を踏まえ、使用

済み紙おむつ、生ごみ、製品プラスチック、剪定枝・落ち葉などの資源化を促進するとともに、より

一層のごみ減量を推進します。 

【今年度実践する主な取組】           （製品プラスチックの拠点回収市 HP）→ 

①使用済み紙おむつの資源化実証実験調査を行います。 

②市民が購入した「生ごみ処理機」の購入費を補助します。 

③自治区が公園等に設置する落ち葉・刈り草等の堆肥化設備の設置費用を補助します。 

④Webページを開設し市民・区役員・外国の方のごみの分別や集積所管理の負担軽減を図ります。 

⑤「掛川市もったいないを合言葉にカーボンニュートラルを推進する条例」（令和６年４月１日施

行）に基づき、省エネや資源循環等の取り組みについて広く情報発信します。 

【掛川モデル「製品プラスチック」資源循環実証実験】 

①実証期間：令和６年４月 20日（土）から９月 30日（月）※予定 

②回収対象：プラスチック製容器包装以外の硬質プラスチック（衣装ケース・風呂イスなど） 

③回収拠点：カインズ掛川店（上西郷 507-1）9:30～20:00（営業時間内）※掛川店のみでの実施 

３ (仮称)多死社会のまちづくりを考える会議の設置について                

・人口減少がもたらす空き家や労働力、介護などへの影響について事前に対処しつつ、共助等のこれま

でにない新しいまちづくり構想を第３次掛川市総合計画に反映させるための検討を始めます。 

・委員については、市民の代表者、企業・金融機関・公共的団体等の代表者、学識経験者等での構成を

予定しています。 

４ その他                                       

（１）風水害・地震・津波対策寄附金状況 ～ご協力ありがとうございます～ 

130件 39,039,973円（５月 １日現在まで）※前月まで：36,438,973円 

（２）松ヶ岡プロジェクト寄附金状況 ～ご協力ありがとうございます～ 

521件 66,791,373円（４月 30日現在まで）※前月まで：66,744,543円 

（市長定例記者会見 HP↑↑） 
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令和６年度 掛川市主要施策
（都市基盤分野）

１ 空き家対策

２ 公共交通

区長会連合会 令和６年５月資料

１ 都市基盤分野（空き家対策）

1 空き家の状況（住宅・土地統計調査／平成30年調査（※５年に１度の調査 令和５年調査集計中））

（参考）
熱海市 52.7％（県内 1位、全国 1位）
袋井市 16.1％（県内10位、全国280位)
菊川市 15.4％（県内12位、全国316位）
掛川市 13.0％（県内17位、全国492位）
磐田市 12.1％（県内20位、全国553位）
島田市 11.5％（県内23位、全国600位）

13.6％は過去最高
2013年の結果から、民間研究所が2033年には空き家率
30.4％、全国の約３軒に１軒が空き家になるという推計も
発表された。

空き家率空き家棟数区 分

13.6％8,488,600棟全 国

16.4％281,600棟静岡県

13.0％6,340棟掛川市

推 移

空家等対策計画（H29～R8）に基づき実施中

改定版_空家等対策計画（R9～R18）策定

R6現在

R7予定 空き家実態調査／活用モデル事業の実施

R8予定

2 空き家対策の状況
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１ 都市基盤分野（空き家対策）

人口減

世帯増

空き家増
②空き家の除却

③空き家の活用

新築

多死社会における課題のひとつ
☞ 空き家の増加

・空き家除却事業費補助金（R6.4～） 800万円 （限度額50万円）

除却だけでは対策が追い付かない！

空き家となる前の啓発が重要！

既存ストックの活用

・タスクフォース（専門家集団）と協働による課題解決

・空き家活用お片付け補助金（R6.4～） 400万円 （限度額20万円）

・空き家バンクの活用

・魅力的な活用事例の発信（官、民、ＮＰＯ法人等の事例）

空き家を負動産にしない！新たな街づくりの資源として活用する！

核家族増
親と同居しない

空き家対策２

空き家対策３

新築するものは
資産として残せる住宅を！

チャンスと
捉える

人口が減っても世帯減にならない

今まで新築ありきだったものを

注文住宅の取得費用は増加している。
⇒ 既存住宅の活用に目を向けてもらう

①パン工房カフェアンジュ（民）

②ＪＯＫＡ ＢＡＳＥ（ＮＰＯ法人）

③チャレンジＢＡＳＥなかまち（官）

④コワーキングスペース（ＮＰＯ法人）

⑤the Port kakegawa（民） 等々②①

活用促進に向け
た更なる取組を

検討

空き家対策１①予防

活用に向けた機運醸成

・地域での勉強会開催

２ 都市基盤分野（公共交通）

掛川市の公共交通状況

◆掛川市公共交通網
・民間路線バス（２社） ・自主運行バス（２社）
・タクシー（２社）
・デマンド型乗合タクシー（３地区）
・鉄道（２社） ・生活支援車
※自家用有償旅客運送・公共交通空白地有償運送

◇公共交通（鉄道・路線バス・タクシー等 ）の利用者数は減少傾向
<要因＞自家用車に依存したライフスタイル 人口減少

◇令和４年度 輸送人員 71.6万人 （令和元年度比 約85%)
自主運行バス８路線、デマンド型乗合タクシー３エリア
天浜線市内８駅

319,123 312,860 227,430 238,697 271,802 

2,036 1,791 
1,068 977 930 

541,682 522,985 

378,615 404,115 
443,536 

862,841 
837,636 

607,113 643,789 
716,268 
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100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

平成30年 令和元年 ２（2020） ３（2021） ４（2022）

掛川市の公共交通輸送人員

自主運行 デマンド 天浜線８駅 合計

（単位：人）

85%

コロナ禍
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２ 都市基盤分野（公共交通）

掛川市の公共交通状況（収支状況）

20,268 

14,618 

31,528 

13,718 

17,930 

22,173 

23,581 

3,898 

13,881 

24,961 

10,023 

1,912 

40,474 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

東 山 線

粟 本 線

居 尻 線

倉 真 線

桜 木 線

循 環 北 回 り線

循 環 南 回 り線

満 水 線

掛川大須賀線

掛川大東浜岡線

秋 葉 中 遠 線

デマンドタクシー

天竜浜名湖線

(単位：千円)

令和４年度負担分 各路線欠損補助額◇公共交通の経常損出 （令和３年度運行）
経常収益 ６億3,291万円
経常経費 １2億8,518万円

差引 ▲６億5,227万円 赤字

市内を走るすべての路線で赤字
秋葉中遠線 掛川大東浜岡線
自主運行バス９路線 天浜線

◇掛川市の公共交通の維持する負担
令和４年度（令和３年度運行分）
合計 2億3,897万円 負担

内訳
天浜線に経営助成金等 4,047万円
民間路線バス 3,498万円
自主運行バス９路線 １億6,160万円
デマンド型乗合タクシー 191万円

◎持続可能な地域公共交通を目指した移動手段の確保
■高齢者（交通弱者）ニーズへの対応

高齢者にターゲットを絞った外出支援の取り組み

◎利便性の向上を目指した新たな公共交通サービスの検討
■利便性の向上と利用促進

◇バスロケーションシステムの導入
位置情報システムサービス開始 R6年４月
自主運行バス８路線に導入

◎新たなモビリティサービス等の導入に向けた取組推進
■より便利に使いやすく

◇Mobility as a Service (ＭａａＳ（マース）)
◇AIオンデマンド交通

新たなモビリティサービスやAIの活用 調査・研究

■将来のタクシー運転士不足問題に備えた調査
◇日本版ライドシェア

２ 都市基盤分野（公共交通）

◆「掛川市地域公共交通計画（計画期間R６年度～10年度）」 （R6年3月策定）

・利用者のニーズへの対応
・持続可能で、効果的、効率的な公共交通体系の構築

＜R4年度 市民意識調査＞
◇高齢者は日常の移動に困っている。
◇困っている方は高齢者が多く、

特に年齢層が高くなるほど多くなる傾向にある。

バスロケーションシステム
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２ 都市基盤分野（公共交通）

①自主運行バス・民間路線バス 市町自主運行バス等事業費補助 （欠損補助）
※自主運行市内８路線、掛川大東浜岡線、秋葉中遠線 （2億4,166万円）

③デマンド型乗合タクシー
運行委託（３地区：曽我・和田岡、大須賀、満水） （300万円）

②天竜浜名湖鉄道株式会社 （第3セクター、静岡県・５市１町）
地域鉄道対策事業補助（経営助成金） (6,524万円）

⑥高齢者公共交通利用料金助成・５千円分/人 （500万円)

⑤UD（ユニバーサルデザイン）タクシー車両購入費補助 (10万円）

④中東遠総合医療センター受診者バス運賃助成
（大東・大須賀地区等） （33万円）

◆掛川市公共交通政策（R6年度）

⑦第二種免許取得補助（バス・タクシー） (30万円）

§ 地区における移動手段の取り組み §

◎生活支援車（自家用有償旅客運送・公共交通空白地有償輸送）…５地区
・運営主体は地区まちづくり協議会 ・運行には地域公共交通会議の承認を受け、運輸局に許可、登録が必要。

◎ボランティア輸送・・・１地区
・許可、登録を要しない輸送。 ・輸送の対価を受け取らない。燃料代、通行料等の実費は受け取れる。

２ 都市基盤分野（公共交通）

◆今後の公共交通（予定）

◇R６年度・・各交通事業関連機関とワークショップ等の開催

“掛川市にはどうような交通体系が適しているのか”
ＡＩオンデマンド交通
基礎データ収集・分析調査・実証運行

◇R７年度・・新たなモビリティサービスの実証実験
（R6年度のワークショップなどで合意形成を基に）

◇R８年度・・新たなモビリティサービスの実装
（R７年度に行う実証実験の分析結果より）
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掛川市地域公共交通計画 概要版

1．計画策定の背景及び目的

掛川市は、平成29年度に掛川市地域公共交通網形成計画を策定し、地域公共交通の確保に努めてきましたが、自家用
車に依存したライフスタイルや新型コロナウイルスの影響等を受け、公共交通の利用者数は減少傾向にあり、運賃収入の減
少がサービス低下を招き、更なる利用者減少につながるという悪循環から抜け出せない状況にあります。
一方で、超高齢化社会に本格的に突入する中、自動車を運転できない高齢者への対応や、SDGｓならびに脱炭素社会等

の社会的な要請に対しても公共交通が果たすべき役割がますます大きなものとなっています。
このような現状を踏まえ、市民ニーズに対応した、持続可能かつ効果的、効率的な交通体系の構築を図るため、「掛川市

地域公共交通計画」（令和6年度～令和10年度）を策定します。

3．地域公共交通の課題

課題1 将来動向への対応

課題1 将来動向への対応

課題2 持続可能性の確保

課題3 ターゲットを絞った移動ニーズへの対応

①人口動向への対応
人口は近年減少傾向にあり、将来にかけて人口減少の進行ならびに高齢化率の増加傾向が続くものと推計されていま

すが、「掛川市人口ビジョン」の目標人口達成へ向け、交通計画の観点から寄与する必要があります。

②まちづくりとの連携
「掛川市都市マスタープラン」や「掛川市立地適正化計画」等に示されている市内各地区の拠点性を踏まえ、まちづくりの

方向性に合致した公共交通サービスを提供する必要があります。

欠損補助額の増加や、市民・高齢者アンケートにおいて「現在の公共交通を維持すべき」、「公共交通の充実・拡大を図る
べき」が半数程度を占めていることを踏まえ、持続可能な公共交通サービスの提供を目指し、地域に見合った公共交通サー
ビスの維持及び最適化に取り組むとともに、各交通手段において利用の促進を図り、収支率を改善していく必要がありま
す。
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27.9%
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6.4%
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35.1%

6.4%

6.9%
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その他

■掛川市の人口推移

■公共交通の維持・確保について
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■公共交通の欠損補助額推移

88.2%

73.5%

11.8%

26.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民アンケート

高齢者アンケート

困っていることはない 困っている

市民・高齢者アンケートより、外出や移動に困っている方が一定数存在し、また市の中心部と郊外では、移動に困ってい
る内容に相違があることが示されました。
以上を踏まえ、市民の移動ニーズに対応した交通体系の構築へ向け、地域の特性や利用者の属性を考慮し、ターゲットを

明確にすることが求められます。

■日常の生活で困っていること

項目
中心部

(N=23)

郊外

(N=67)

自動車未所有・運転免許証を返納し、
移動がしにくい

21.7％ 16.4％

駅やバス停まで遠い 13.0％ 35.8％

移動に費用がかかりすぎる 0.0％ 14.9％

■日常の移動で困っていることの内容（抜粋） ※市民アンケート
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各交通手段の概要ならびに利用状況

欠損補助額の状況

民間路線バス

民間路線バスは、しずてつジャストラインの「掛川大東浜岡線」、

「掛川東高線」と、秋葉バスの「秋葉中遠線」の合計3路線となっ

ており、主に市の中心部や南部を運行しています。

掛川東高線を除く2路線の利用状況をみると、掛川大東浜岡

線、秋葉中遠線ともに令和元年度までは増加傾向にあり、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により令和2年度は利用者が大きく

減少しているものの、掛川大東浜岡線は回復傾向にあります。 ■民間路線バスの利用者数推移

自主運行バス

自主運行バスは、市内に8路線あり、主に掛川駅を起点に市の

中心部や北部へ運行しており、南部への路線は掛川大須賀線の

みとなっています。

利用状況をみると、令和元年度までは概ね各路線横ばい傾向

にあり、新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年度は利

用者が大きく減少しているものの、以降は回復傾向にあります。

■自主運行バスの利用者数推移

デマンド型乗合タクシー

デマンド型乗合タクシーは、「ふれあいタクシー」の名称で、西

部の曽我・和田岡地区、東部の満水地区、南部の大須賀地区の3

地区において運行されています。

利用状況をみると、全ての地区において利用者が減少傾向に

あり、令和3年10月より満水地区で新たに運行を開始したもの

の、令和4年度は全体で930人の利用に留まっています。

民間路線バスの欠損補助額は、平成28年度以降減少傾向にあ

りましたが、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けた令

和2年度以降は、欠損補助額が増加傾向にあります。

自主運行バスの欠損補助額は、平成28年度以降増加傾向にあ

りましたが、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けた令

和2年度以降は、横ばい傾向にあります。

■民間路線バス・自主運行バスの欠損補助額推移

2．地域公共交通の現況

■デマンド型乗合タクシーの利用者数推移
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方針1 移動ニーズに対応した地域公共交通
ネットワークの構築

都市構造や地域特性を踏まえ、各地区の移動ニー

ズに即した適切な地域公共交通ネットワークを形成

します。

方針2 持続可能な地域公共交通を目指した
移動手段の確保

持続可能な地域公共交通ネットワークの構築を目指

し、利用者増に向けた施策を推進しつつ、バス車両の小

型化やデマンド型乗合タクシーへの移行等の収支改善

策の検討を進めます。また、バスやタクシーの運転者を

はじめとした、地域公共交通の担い手確保に向けた支

援策の検討を進めます。加えて、高齢者ニーズに対応し

た移動手段の確保により、誰もが使いやすい地域公共

交通サービスを提供します。

方針3 利便性の向上を目指した新たな公共交
通サービスの検討

地域公共交通の利用促進のため、利便性の向上を目

的とし、ハード・ソフトの両面から取組を進めます。また、

自動運転をはじめとしたAI技術や、MaaS等の新たな

モビリティサービスといった新技術について調査・研究

を進めます。

目標ならびに評価指標

事業2.拠点間ネットワークの維持・改善

取組案

〇地域拠点間ネットワーク（掛川―大東―大須賀）の公共交通の充実

◎駅からバス停までのバリアフリー化の推進

◎遅延を解消する渋滞対策、走行時間短縮に関する道路整備

目標を達成するために実施する事業ならびに取組案

事業1.中心市街地におけるネットワークの維持・改善

取組案 ◎市街地循環線(北・南回り)の逆回り運行

事業3.「公共交通協働エリア」における地域公共交通の維持・確保

取組案

◎デマンド型乗合タクシー、生活支援車の利用促進策、予約システム等の検討

◎バス停から離れた所に住んでいる方への支援

〇駅、バス停周辺の環境整備

方針

事業4.地域公共交通の維持・確保

取組案

〇乗降調査の実施によりニーズに合ったダイヤ改正やルート変更

◎利用が少ない時間帯の運行最適化（バス車両の小型化など）

◎路線バス、タクシー等の運転者確保の取組推進

◎二種免許取得への補助金創設

事業5.モビリティマネジメントによる公共交通利用の意識醸成

取組案
◎公共交通のＰＲ(ＳＮＳの活用)

〇学校や企業を対象としたモビリティマネジメントの実施

事業6.運賃収入以外の収入確保

取組案 ◎広告収入など運賃収入以外の収入増進策推進(ラッピング、車内広告、バス停、時刻表等)

事業7.高齢者の外出支援

取組案

◎後期高齢者(単身・高齢者のみ世帯など)に対する公共交通支援制度の創設

〇高齢者の健康づくり、外出支援(乗り方教室、乗降サポート)

〇交通事業者に限らないボランティア輸送等住民共助の運行支援

〇免許返納者等に対する公共交通支援制度改定

事業8.福祉車両の導入

取組案 ◎タクシー車両バリアフリー化事業費補助金制度改定

事業9.情報提供等による利用促進

取組案

◎バスロケーションシステムの導入

◎市内公共交通機関共通１日フリー乗車券の導入

〇イベント情報の発信

◎様々な人々(外国籍、障がい者、高齢者等)のニーズに合わせた交通案内や情報提供

事業10.天竜浜名湖線市町会議における取組推進

取組案 ◎サイクルアンドライド（C&R）、パークアンドライド（P&R）の推進

事業11.キャッシュレス決済の導入

取組案 ◎新しい決済システム導入に向けた検討

事業12.新たなモビリティサービス等の調査・研究

取組案

〇地域の輸送資源（スクールバス、施設送迎車両、企業バス等）活用の調査・研究

◎自動運転などの次世代型移動手段の調査・研究

◎ＭａａＳ(マース)の調査・研究

目標1 地域別の移動ニーズに対応した交通体系への改善

・地域別の移動ニーズに対応した地域公共交通サービスの提供へ向けた、路線網や運行形

態等の見直し検討

・「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現に寄与する幹線軸の強化

・ネットワーク上から離れた地域について、まちづくり協議会等の団体が主体となり、「市民」、

「交通事業者」、「掛川市」の協働により地域公共交通ネットワークを構築

【評価指標】
1-1.通勤・通学・通院・買い物などに出かける時に公共交通に不便を感じない市民の割合
1-2.市内公共交通の利用者数

目標2 公共交通ネットワークの維持

・利用者増へ向けた取組推進による収支率の改善

・公共交通の担い手確保に向けた支援

【評価指標】
2.自主運行バスの収支率

目標3 高齢者（交通弱者）ニーズへの対応

・高齢者にターゲットを絞った外出支援策の取組

【評価指標】
3-1.高齢者を対象とした公共交通支援制度の申請数
3-2.通院・買い物などに出かける時に公共交通に不便を感じない70歳以上の市民の割合

目標4 利便性の向上と利用促進

・市民や観光客に対する情報提供や利用促進について、交通モード間や観光施策との横断

的な連携も含め、取組を推進

【評価指標】
4-1.通勤・通学・通院・買い物などに出かける時に公共交通に不便を感じない市民の割合
4-2.市内公共交通の利用者数
4-3.天竜浜名湖鉄道利用促進事業における取組件数
4-4.掛川市へ到着後の交通手段に天竜浜名湖鉄道・路線バス・タクシーを利用した観光来

訪者の割合

目標5 新たなモビリティサービス等の導入に向けた取組推進

・スクールバスや企業送迎バス等の活用など、地域の輸送資源の総動員に向けた検討
・自動運転やMaaS等の新たなモビリティサービスの導入へ向けた検討

【評価指標】
5.多様な移動手段の調査・研究の取組件数

◎…本計画から新たに実施する取組
〇…前計画(掛川市地域公共交通網形成計画)から継続して実施する取組

4．方針及び目標ならびに評価指標・事業内容

2
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5．掛川市の地域公共交通が目指す将来の姿

広域幹線軸

交通モード 鉄道

路線名
東海道新幹線・JR東海道本線
天竜浜名湖鉄道

役割
広域での移動
周辺市町村との移動

都市・地域間幹線軸

交通モード バス

路線名
路線バス(掛川大東浜岡線、秋葉中遠線、袋井駅･中東
遠総合医療センター線)
自主運行バス(掛川大須賀線)

役割
周辺市町村との移動
地域拠点間(掛川区域・大東区域・大須賀区域)の移動

市街地循環軸

交通モード バス

路線名 自主運行バス(市街地循環線)

役割 都市拠点内の移動

幹線軸

交通モード バス

路線名
路線バス(掛川東高線)
自主運行バス(東山線・粟本線・居尻線・倉真線・桜木
線)

役割 市北部の各地域と掛川駅、中心市街地の移動

公共交通協働エリア

地域・交通事業者・市などが協働し、地域が運営する自家用有償運送や
デマンド型乗合タクシーなど、実情に即した公共交通の導入や運営、利
用促進を行うエリアを「公共交通協働エリア」と位置付けます。なお、公
共交通協働エリアは、中心部を除く人口が分布している地域で、人々の
移動の傾向が概ね同様である地域をひと括りとしています。今後の各
地域での取組の実情に応じて、適宜エリアの見直しを行います。

乗り継ぎ駅やバス停

幹線となる鉄道やバス路線と地域の公共交通がスムーズに乗り継ぐこ
とができる駅やバス停を「乗り継ぎ駅やバス停」と位置付けます。

■地域公共交通ネットワークの位置付け

■拠点の位置付け

都市拠点

医療、福祉、商業等の生活に必要な多様な都市施設や、歴史・文化施設、
業務地、都市型住宅が集積するとともに、他都市や市内各拠点との連
携・交流軸の核となり、市内外の人々の活動の中心である、中心市街地
ゾーンを「都市拠点」に位置付けます。

地域拠点

大東区域と大須賀区域のそれぞれの市街地ゾーンのうち、行政サービ
ス機能や商業・業務機能が集積し、市南部の生活圏の核となるエリアを
「地域拠点」に位置付けます。

地域生活拠点

農業環境ゾーンや森林環境ゾーンにおいて、一定程度の生活利便性が
確保されており、地域生活圏の核となる既存集落周辺を「地域生活拠
点」に位置付けます。

6．事業スケジュール

本計画の計画期間は、令和6年度から令和10年度の5年間となっており、以下のスケジュール
に沿って事業を進めます。

7．計画の達成状況の評価

○計画の評価・検証の進め方

本計画で示した事業を計画的に実施し、設定した目標を達成するため、ＰＤＣＡサイクルを実行
し、各事業については、実施主体が毎年度評価・検証を行い、「掛川市地域公共交通会議」において
進捗の管理及び改善策を検討します。

○計画の評価スケジュール

本計画の最終年度となる令和10年度には、上位計画や関連計画を踏まえ、本計画における目
標の達成状況及び計画全体の評価・検証を実施し、次期計画の策定を検討します。

R6 R7 R8 R9 R10 R11～

本計画

次期計画

令和6年度～令和10年度

策定 計画の評価

アンケート調査
実施

次期計画の
検討

次期計画
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事業名 R6 R7 R8 R9 R10 

目標1 地域別の移動ニーズに対応した交通体系への改善 

1 中心市街地におけるネットワークの維持・改善           

2 拠点間ネットワークの維持・改善           

3 「公共交通協働エリア」における地域公共

交通の維持・確保 

維持           

改善           

目標2 公共交通ネットワークの維持 

 
4 地域公共交通の維持・確保 

維持           

改善           

 5 モビリティマネジメントによる公共交通利用の意識

醸成 
          

 6 運賃収入以外の収入確保           

目標3 高齢者(交通弱者)ニーズへの対応 

 7 高齢者の外出支援           

 8 福祉車両の導入           

目標4 利便性の向上と利用促進 

9 情報提供等による利用促進           

 10 天竜浜名湖線市町会議における取組推進           

 11 キャッシュレス決済の導入           

目標5 新たなモビリティサービス等の導入に向けた取組推進 

 12 新たなモビリティサービス等の調査・研究           

 

実施検討

実施検討

実施

実施検討

実施

実施検討

実施

実施

実施

実施

実施検討

実施検討

実施

実施
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